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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１回路領域及び第２回路領域に区分され、各回路領域をダイポールアンテナのアンテ
ナエレメントとして機能させる回路基板と、
　上記第１回路領域内に配置され、集音素子からの音声信号に基づいて高周波信号を生成
する発振回路と、
　上記発振回路よりも上記第２回路領域側に位置する給電点を介して、上記高周波信号を
上記第１回路領域内の導電層に供給する給電経路と、
　上記給電経路の少なくとも一部分において、上記給電経路を覆う高周波シールドとを備
え、
　上記高周波シールドは、底面に開口を有する金属ケースを上記給電経路に被せるととも
に、上記金属ケースを上記第１回路領域内の導電層に導通させることによって形成される
ことを特徴とするワイヤレスマイクロホン装置。
【請求項２】
　上記給電経路には、上記高周波信号を増幅する増幅回路と、上記増幅回路で増幅された
高周波信号の周波数帯域を制限する帯域制限フィルタが設けられ、
　上記金属ケースが、上記発振回路、増幅回路及び帯域制限フィルタを収容することを特
徴とする請求項１に記載のワイヤレスマイクロホン装置。
【請求項３】
　第１回路領域及び第２回路領域に区分され、各回路領域をダイポールアンテナのアンテ
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ナエレメントとして機能させる回路基板と、
　上記第１回路領域内に配置され、集音素子からの音声信号に基づいて高周波信号を生成
する発振回路と、
　上記発振回路よりも上記第２回路領域側に位置する給電点を介して、上記高周波信号を
上記第１回路領域内の導電層に供給する給電経路と、
　上記給電経路の少なくとも一部分において、上記給電経路を覆う高周波シールドと、
　上記第１回路領域及び第２回路領域を電気的に接続し、上記高周波信号よりも低い周波
数信号を通過させる高周波分離素子とを備えたことを特徴とするワイヤレスマイクロホン
装置。
【請求項４】
　端面を対向させて配置され、ダイポールアンテナのアンテナエレメントとして機能させ
る第１回路基板及び第２回路基板と、
　上記第１回路基板の主面上に設けられ、集音素子からの音声信号に基づいて高周波信号
を生成する発振回路と、
　上記発振回路よりも上記第２回路基板側に位置する給電点を介して、上記高周波信号を
上記第１回路基板の導電層に供給する給電経路と、
　上記給電経路の少なくとも一部分において、上記給電経路を覆う高周波シールドとを備
え、
　上記高周波シールドは、底面に開口を有する金属ケースを上記給電経路に被せるととも
に、上記金属ケースを上記第１回路領域内の導電層に導通させることによって形成される
ことを特徴とするワイヤレスマイクロホン装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ワイヤレスマイクロホン装置に係り、更に詳しくは、高周波信号を生成する
発振回路が設けられた回路基板をダイポールアンテナのアンテナエレメントとして機能さ
せるワイヤレスマイクロホン装置の改良に関する。
【背景技術】
【０００２】
　マイクロホンからの音声信号を高周波信号に変換して無線送信するワイヤレスマイクロ
ホン装置には、ハンドヘルド型のものやツーピース型のものが知られている。ハンドヘル
ド型のワイヤレスマイクロホン装置は、マイクロホンユニット及び送信機ユニットが一体
化された手持ち型の無線装置である。ツーピース型のワイヤレスマイクロホン装置は、マ
イクロホンユニット及び送信機ユニットが別々の筐体からなり、マイクロホンユニット及
び送信機ユニットがフレキシブルな伝送ケーブルで接続される無線装置である。このツー
ピース型のマイクロホン装置は、腰ベルトに装着可能であることから、ベルトパック型と
呼ばれることもある。従来、この様なツーピース型のワイヤレスマイクロホン装置には、
１／４波長ホイップアンテナ、ヘリカルアンテナ、ループアンテナが高周波信号の送信ア
ンテナとして用いられていた。
【０００３】
　１／４波長ホイップアンテナは、送信電波の１／４波長に相当する長さの直線状導体を
アンテナエレメントとする空中線であり、送信機ユニットの筐体内部から引き出して使用
される。ヘリカルアンテナは、コイル状の導体をアンテナエレメントとする空中線であり
、１／４波長ホイップアンテナと比べてＱ値（Quality factor）が高いという特性を有し
ている。ループアンテナは、ループ状の導体をアンテナエレメントとする空中線であり、
Ｑ値が極めて高いという特性を有している。
【０００４】
　１／４波長ホイップアンテナを使用するワイヤレスマイクロホン装置では、アンテナを
送信機ユニットの筐体から突出させた状態で使用されることから、伝送ケーブルや人体と
アンテナとが干渉し易く、アンテナ部が破損し易いという問題があった。また、アンテナ
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が露出した状態で使用されるので、人体などによる周辺環境の変化によって放射特性が大
きく変化し、感度が低下する場合があるという問題もあった。また、ヘリカルアンテナや
ループアンテナを使用するワイヤレスマイクロホン装置では、放射効率の良い周波数帯域
が狭いので、周辺環境の変化により放射特性が変化した際の感度低下が大きいという問題
があり、また、使用する周波数帯域が異なるワイヤレスマイクロホン装置間において、ア
ンテナを共用化することができないという問題もあった。
【０００５】
　一般に、高周波信号の送信用アンテナとしては、上述したものの他に、１／２波長ダイ
ポールアンテナが知られている。１／２波長ダイポールアンテナは、線状の２つのアンテ
ナエレメントをアンテナエレメントの長手方向に配置して対向する端部に送信信号を給電
させる空中線である。この１／２波長ダイポールアンテナは、アンテナエレメントの径を
太くし、或いは、平面状の導体をアンテナエレメントとして用いることにより、人体によ
る放射特性の変化（例えば、アンテナインピーダンスの変化）が緩やかとなり、放射効率
の良い周波数帯域が広くなるという性質を有している。
【０００６】
　この様なダイポールアンテナを送信アンテナとして使用するワイヤレスマイクロホン装
置は、例えば、特許文献１及び２に記載されている。特許文献１に記載のワイヤレスマイ
クロホン装置は、マイクロホンからの電気信号を回路基板上の回路素子に伝送する伝送ケ
ーブルと、筐体内の導電体をそれぞれダイポールアンテナの各アンテナエレメントとして
使用するハンドヘルド型のマイクロホン装置である。
【０００７】
　特許文献２に記載のワイヤレスマイクロホン装置は、回路基板をダイポールアンテナの
アンテナエレメントとして使用するハンドヘルド型のマイクロホン装置である。回路基板
をダイポールアンテナのアンテナエレメントとして利用するマイクロホン装置は、アンテ
ナエレメントを別個に設けるのに比べて、筐体の小型化や製造コストの削減に有利であり
、また、アンテナエレメントが面状となることから、人体による放射特性の変化を緩やか
にすることができる。
【０００８】
　しかしながら、ダイポールアンテナのアンテナエレメントに使用する回路基板上に送信
回路を設けると、アンテナエレメントとして有効に作用する回路基板の長さが短くなり、
所望の放射特性が得られないという問題があった。
【０００９】
　図９（ａ）及び（ｂ）は、従来のワイヤレスマイクロホン装置内の構成例を示した図で
あり、２つの回路基板１０１及び１０２をそれぞれアンテナエレメントとするダイポール
アンテナ１００が示されている。図９（ａ）には、ダイポールアンテナ１００を基板面に
垂直な方向から見た正面図が示され、図９（ｂ）には、その側面図が示されている。この
ダイポールアンテナ１００では、一方の回路基板１０２上に発振器１０３が設けられ、発
振器１０３により生成された高周波信号が、給電点１０５を介して各回路基板１０１及び
１０２に供給される。この給電点１０５は、発振器１０３よりも他方の回路基板１０１側
に位置し、発振器１０３から給電点１０５までが給電経路１０４となっている。この給電
経路１０４上には、高周波信号を電力増幅する増幅回路、電力増幅後の高周波信号の周波
数帯域を制限する帯域制限フィルタなどが設けられる。
【００１０】
　ダイポールアンテナ１００の発振器１０３側では、高周波信号の給電方向が、給電経路
１０４上と、回路基板１０２上とで反対方向となることから、給電経路１０４及び回路基
板１０２の重複領域Ａについては、電磁的な結合により、重複領域Ａがアンテナエレメン
トとして有効に機能しなかった。このため、ダイポールアンテナ１００の長手方向に関し
、アンテナエレメントとして有効に作用する回路基板１０２の長さが短くなり、所望の放
射特性が得られなかった。特に、発振器１０３を設けた回路基板１０２をダイポールアン
テナのアンテナエレメントに使用するとすれば、この現象がより顕著になり、所望の放射
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特性を得るためには、回路基板１０２が大型化し、マイクロホン装置筐体が大型化すると
いう問題があった。
【特許文献１】特許第３２２７１４２号公報
【特許文献２】特許第３６４０７４４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　上述した通り、従来のワイヤレスマイクロホン装置では、回路基板をダイポールアンテ
ナのアンテナエレメントとして用いる際に、アンテナエレメントとして有効に作用する回
路基板の長さが短くなり、所望の放射特性が得られないという問題があった。
【００１２】
　本発明は、上記の事情に鑑みてなされたものであり、アンテナエレメントとして有効に
作用する回路基板の長さが短くなるのを抑制させ、所望の放射特性が得られるワイヤレス
マイクロホン装置を提供することを目的とする。特に、放射特性を劣化させることなく発
振回路が設けられる回路基板を小型化することができるワイヤレスマイクロホン装置を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　第１の本発明によるワイヤレスマイクロホン装置は、第１回路領域及び第２回路領域に
区分され、各回路領域をダイポールアンテナのアンテナエレメントとして機能させる回路
基板と、上記第１回路領域内に配置され、集音素子からの音声信号に基づいて高周波信号
を生成する発振回路と、上記発振回路よりも上記第２回路領域側に位置する給電点を介し
て、上記高周波信号を上記第１回路領域内の導電層に供給する給電経路と、上記給電経路
の少なくとも一部分において、上記給電経路を覆う高周波シールドとを備えて構成される
。
【００１４】
　このワイヤレスマイクロホン装置では、回路基板がダイポールアンテナのアンテナエレ
メントとして機能させる２つの回路領域に区分され、発振回路よりも第２回路領域側に位
置する給電点を介して高周波信号が第１回路領域内の導電層に供給される。その際、高周
波信号の給電経路の少なくとも一部分において、給電経路を覆う高周波シールドが設けら
れる。この様な構成により、ダイポールアンテナの発振回路側において、給電経路の一部
分がシールドされるので、アンテナエレメントとして有効に作用する回路基板の長さが短
くなるのを抑制させることができる。
【００１５】
　第２の本発明によるワイヤレスマイクロホン装置は、上記構成に加えて、上記高周波シ
ールドが、底面に開口を有する金属ケースを上記給電経路に被せるとともに、上記金属ケ
ースを上記第１回路領域内の導電層に導通させて形成されるように構成される。この様な
構成によれば、金属ケースを被せることにより高周波シールドが形成されるので、発振回
路及び給電経路を回路基板上に設けた後であっても、高周波シールドを形成することがで
きる。
【００１６】
　第３の本発明によるワイヤレスマイクロホン装置は、上記構成に加えて、上記給電経路
には、上記高周波信号を増幅する増幅回路と、上記増幅回路で増幅された高周波信号の周
波数帯域を制限する帯域制限フィルタが設けられ、上記金属ケースが、上記発振回路、増
幅回路及び帯域制限フィルタを収容するように構成される。この様な構成によれば、発振
回路、増幅回路及び帯域制限フィルタが金属ケース内に収容され、これらの回路素子を含
む給電経路上の一部分が高周波シールドされるので、当該一部分と回路基板の導電層とが
電磁的に結合するのを抑制させることができる。
【００１７】
　第４の本発明によるワイヤレスマイクロホン装置は、上記構成に加えて、上記第１回路
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領域及び第２回路領域を電気的に接続し、上記高周波信号よりも低い周波数信号を通過さ
せる高周波分離素子を備えて構成される。この様な構成によれば、第１回路領域及び第２
回路領域が、高周波分離素子により電気的に接続され、高周波信号よりも低い周波数信号
を回路領域間で通過させるので、低い周波数信号を処理する回路素子を回路領域の区分に
関係なく回路基板上に設けることができる。
【００１８】
　第５の本発明によるワイヤレスマイクロホン装置は、端面を対向させて配置され、ダイ
ポールアンテナのアンテナエレメントとして機能させる第１回路基板及び第２回路基板と
、上記第１回路基板の主面上に設けられ、集音素子からの音声信号に基づいて高周波信号
を生成する発振回路と、上記発振回路よりも上記第２回路基板側に位置する給電点を介し
て、上記高周波信号を上記第１回路基板の導電層に供給する給電経路と、上記給電経路の
少なくとも一部分において、上記給電経路を覆う高周波シールドとを備えて構成される。
【００１９】
　このワイヤレスマイクロホン装置では、端面を対向させて配置された２つの回路基板を
ダイポールアンテナのアンテナエレメントとして機能させ、発振回路よりも第２回路基板
側に位置する給電点を介して高周波信号が第１回路基板の導電層に供給される。その際、
高周波信号の給電経路の少なくとも一部分において、給電経路を覆う高周波シールドが設
けられる。この様な構成により、ダイポールアンテナの発振回路側において、給電経路の
一部分がシールドされるので、アンテナエレメントとして有効に作用する回路基板の長さ
が短くなるのを抑制させることができる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明のワイヤレスマイクロホン装置によれば、給電経路の一部分がシールドされるの
で、アンテナエレメントとして有効に作用する回路基板の長さが短くなるのを抑制させる
ことができ、回路基板を大型化することなく所望の放射特性を得ることができる。従って
、放射特性を劣化させることなく発振回路が設けられる回路基板を小型化することができ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
実施の形態１．
　図１は、本発明の実施の形態１によるワイヤレスマイクロホン装置の概略構成の一例を
示した斜視図であり、ツーピース型のマイクロホン装置１が示されている。このマイクロ
ホン装置１は、マイクロホンユニット２、伝送ケーブル３及び送信機ユニット４により構
成され、マイクロホンユニット２及び送信機ユニット４の各筐体がフレキシブルな伝送ケ
ーブル３によって接続されている。
【００２２】
　マイクロホンユニット２は、筐体内にマイクロホン２ａを有する集音部である。マイク
ロホン２ａは、外部から入力された音声を電気信号に変換し、音声信号を生成する集音素
子である。ここでは、円筒状の筐体の一方の端面に目の細かな金網からなるウィンドスク
リーンが配置されており、このウィンドスクリーンを介して音声がマイクロホン２ａに入
力されるものとする。また、他方の端面には、伝送ケーブル３が接続されるものとする。
マイクロホン２ａにより生成された音声信号は、伝送ケーブル３を介して送信機ユニット
４に伝送される。
【００２３】
　伝送ケーブル３は、送信機ユニット４からマイクロホンユニット２に電力を供給すると
ともに、マイクロホンユニット２から送信機ユニット４に音声信号を伝達するためのフレ
キシブルな導電線である。この様な伝送ケーブル３としては、例えば、芯線の外周上に絶
縁層及び導電層が順に形成された同軸ケーブルが用いられる。
【００２４】
　送信機ユニット４は、携帯可能な小型の筐体内にアンテナエレメントとして機能させる
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回路基板５を有する本体部である。送信機ユニット４の筐体は、縦長の直方体形状からな
り、上面に伝送ケーブル３の一端が接続されている。この送信機ユニット４では、伝送ケ
ーブル３を介してマイクロホンユニット２から入力された音声信号を高周波信号に変換し
て送信する動作が行われる。
【００２５】
　回路基板５は、送信用の高周波信号を生成する発振回路や電源回路などが設けられた基
板であり、例えば、配線パターンが形成されたプリント基板が回路基板５として用いられ
る。この回路基板５は、２つの回路領域に区分され、発振回路からの高周波信号が各回路
領域にそれぞれ供給されることにより、これらの回路領域がそれぞれダイポールアンテナ
の各アンテナエレメントとして機能することとなる。回路基板５は、長手方向を送信機ユ
ニット４筐体の長手方向に一致させて配置されている。
【００２６】
　送信機ユニット４の筐体内には、回路基板５の他に、発振回路やマイクロホン２ａに直
流電源を供給するための電池６が収容されている。電池６は、縦長の柱状形状からなり、
両端面に電極端子が配置されている。ここでは、回路基板５が電池６を側方に配置させる
ために、Ｌ字形状に形成されているものとする。電池６は、短手方向に切り欠かれた回路
基板５の切り欠き部分に長手方向を回路基板５の長手方向に一致させて配置される。
【００２７】
　マイクロホンユニット２には、通常、クリップなどの装身用の部材が設けられ、ユーザ
の声を集音する際には、この装身用部材によりユーザの胸元付近に装着された状態で、マ
イクロホンユニット２が使用される。一方、送信機ユニット４は、鞄やポケットの中に入
れた状態で使用され、或いは、ユーザの腰ベルトに装着した状態で使用される。
【００２８】
<給電経路の高周波シールド>
　図２は、図１のマイクロホン装置１の要部における構成例を示した平面図であり、ダイ
ポールアンテナのアンテナエレメントとして機能させる２つの回路領域１１ａ及び１１ｂ
に区分された回路基板５が示されている。この回路基板５は、絶縁層を挟んで導電層及び
配線層が形成された多層基板であり、導電層及び配線層が２つの回路領域１１ａ及び１１
ｂに区分されている。
【００２９】
　導電層は、電気を通す導電体からなる層であり、回路基板５上に設けられる回路素子の
接地を行うためのグランド層（ＧＮＤ層）、或いは、回路素子に電源を供給するための電
源層として用いられる。配線層は、回路素子間を電気的に接続する配線パターンからなる
層であり、基板表面に形成されている。
【００３０】
　２つの回路領域１１ａ及び１１ｂは、互いに導通させつつ、高周波的には分離された基
板面（主面）上の領域である。すなわち、各回路領域１１ａ，１１ｂは、それぞれ高周波
的に分離されていない導電層、配線層又は回路素子からなる。これらの領域間では、所定
の周波数よりも低い周波数信号を通過させるとともに、当該所定の周波数よりも高い周波
数信号を遮断する処理が行われる。具体的には、送信用の高周波信号よりも周波数の低い
信号、例えば、回路素子間で伝送される信号や直流電源を通過させ、送信用の高周波信号
を含む周波数の高い信号を遮断する処理が行われる。
【００３１】
　ここでは、回路基板５上に複数の高周波チョーク回路１６が設けられており、高周波チ
ョーク回路１６を介して回路領域１１ａ，１１ｂ間が電気的に接続されているものとする
。この高周波チョーク回路１６は、２つの回路領域１１ａ及び１１ｂを電気的に接続し、
送信用の高周波信号よりも低い周波数信号を通過させつつ、当該高周波信号を含む高い周
波数信号を遮断する高周波分離素子である。この様な高周波分離素子としては、ＲＦＣ（
Radio Frequency Choke coil：高周波チョークコイル）や抵抗値の大きな抵抗体を用いる
ことができる。
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【００３２】
　ここでは、回路基板５の中央において基板面が上下に区分され、上側の領域が回路領域
１１ａ、下側の領域が回路領域１１ｂとなっている。つまり、回路領域１１ａは、Ｌ字形
状の回路基板５の折曲部に基板面全体にわたって形成され、Ｌ字形状となっている。また
、回路領域１１ｂは、矩形形状となっている。各高周波チョーク回路１６は、これらの回
路領域１１ａ，１１ｂ間に配置されており、各領域の導電層又は配線層を互いに接続して
いる。なお、回路基板５の長手方向をｙ軸方向とし、このｙ軸方向に垂直な方向（左右方
向）をｘ軸方向と呼ぶことにする。
【００３３】
　この様な回路基板５上には、高周波チョーク回路１６の他に、金属ケース１２、接続回
路１３，１４ａ，１４ｂ、発振回路２１、増幅回路２２及び帯域制限フィルタ回路２３が
設けられている。発振回路２１は、マイクロホン２ａからの音声信号に基づいて高周波信
号を生成する回路であり、回路領域１１ｂ内に配置されている。例えば、音声信号におけ
る電圧レベルの変化に応じて発振するＶＣＯ（Voltage Controlled Oscillator：電圧制
御発振器）が発振回路２１として用いられる。
【００３４】
　増幅回路２２は、発振回路２１により生成された高周波信号を電力増幅する回路であり
、高周波信号を発振回路２１から各回路領域１１ａ，１１ｂ内の導電層に供給するための
給電経路上に設けられている。この給電経路は、発振回路２１よりも回路領域１１ａ側に
位置する給電点を介して、発振回路２１により生成された高周波信号を各回路領域１１ａ
，１１ｂ内の導電層に供給する給電線２４からなる。
【００３５】
　帯域制限フィルタ回路２３は、電力増幅後の高周波信号の周波数帯域を制限する回路で
あり、上記給電経路上に設けられている。ここでは、所定の周波数よりも周波数の高い信
号成分を除去するローパスフィルタが帯域制限フィルタ回路２３として用いられるものと
する。この帯域制限フィルタ回路２３により、電力増幅時などに発生する高調波、すなわ
ち、発振回路２１において生成される高周波信号よりも周波数の高いノイズを除去するこ
とができる。
【００３６】
　発振回路２１、増幅回路２２及び帯域制限フィルタ回路２３は、同じ基板面上に設けら
れ、給電経路に沿って増幅回路２２、帯域制限フィルタ回路２３の順序で配置されている
。つまり、発振回路２１により生成された高周波信号は、増幅回路２２によって増幅され
、帯域制限フィルタ回路２３によって通過帯域が制限される。
【００３７】
　ここでは、給電線２４が回路基板５上の配線パターンの１つとして形成されるものとす
る。また、回路基板５表面の給電線２４と、導電層１１とはスルーホール２５を介して導
通されるものとする。このスルーホール２５は、導電層及び配線層を電気的に接続するた
めに回路基板５に設けられた導通孔であり、給電点となっている。
【００３８】
　ここでは、高電位側の給電線２４が、回路領域１１ａ内の導電層に接続され、低電位側
の給電線２４が、回路領域１１ｂ内の導電層に接続されているものとする。電位の異なる
高周波信号の給電点は、それぞれ回路領域１１ａ及び１１ｂが対向している側の領域端部
に形成されている。電位の異なる高周波信号がそれぞれ供給されることから、回路領域１
１ａ内の導電層がダイポールアンテナのホット側のアンテナエレメントとして機能し、回
路領域１１ｂ内の導電層がコールド側のアンテナエレメントとして機能することとなる。
つまり、２つの回路領域１１ａ，１１ｂは、一方の回路領域１１ｂから他方の回路領域１
１ａに給電線２４を介して送信用の高周波信号が供給されることから、給電線２４上を伝
送される高周波信号については高周波的に分離されていないこととなる。
【００３９】
　接続回路１３は、伝送ケーブル３及び回路基板５を電気的に接続し、所定の周波数より
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も低い周波数信号を通過させ、当該所定の周波数よりも高い周波数信号を遮断する高周波
分離素子からなる回路である。具体的には、送信用の高周波信号よりも低い周波数信号、
例えば、回路素子間で伝送される信号や直流電源を通過させるとともに、高周波信号より
も高い周波数信号を遮断する処理が行われる。この接続回路１３は、回路領域１１ａ内に
設けられ、マイクロホン２ａに供給される直流電源やマイクロホン２ａからの音声信号を
通過させつつ、送信用の高周波信号が回路基板５から伝送ケーブル３に流入するのを遮断
している。ここでは、接続回路１３が回路基板５の上側端面に隣接させて配置されている
ものとする。
【００４０】
　この接続回路１３により、伝送ケーブル３に対する高周波信号の流入が遮断されるので
、伝送ケーブル３がダイポールアンテナと高周波的に干渉するのを防止することができる
。ここでは、接続回路１３に伝送ケーブル３との接続用のコネクタが含まれるものとする
。
【００４１】
　接続回路１４ａ及び１４ｂは、電池６及び回路基板５を電気的に接続し、所定の周波数
よりも低い周波数信号を通過させ、当該所定の周波数よりも高い周波数信号を遮断する高
周波分離素子である。具体的には、送信用の高周波信号よりも低い周波数信号、すなわち
、電池６からの直流電源を通過させるとともに、高周波信号よりも高い周波数信号を遮断
する処理が行われる。
【００４２】
　接続回路１４ａは、回路領域１１ａ内に設けられ、電池６からの直流電源を通過させつ
つ、送信用の高周波信号が回路基板５から電池６に流入するのを遮断している。また、接
続回路１４ｂは、回路領域１１ｂ内に設けられ、電池６からの直流電源を通過させつつ、
送信用の高周波信号が回路基板５から電池６に流入するのを遮断している。ここでは、接
続回路１４ａが、電池６の正極に接触させる端子電極１５ａに接続され、接続回路１４ｂ
が、電池６の負極に接触させる端子電極１５ｂに接続されているものとする。
【００４３】
　ここで、回路基板５の右側に電池６を収容するための電池収容部１７が設けられ、この
電池収容部１７内に電池６、端子電極１５ａ及び１５ｂが配置されるものとする。
【００４４】
　電池６は、円柱状の本体と、本体の各端面にそれぞれ配置される正極及び負極の２つの
電極端子からなる。この例では、回路領域１１ａ及び１１ｂの配列方向（ｙ軸方向）に関
して、電池６が、各回路領域１１ａ，１１ｂよりも長く、長手方向をｙ軸方向に一致させ
て配置されている。つまり、この電池６は、ｙ軸方向において本体の一部分を一方の回路
領域に隣接させるとともに、他の一部分を他方の回路領域に隣接させた状態で配置されて
いる。従って、電池６の本体は、２つの回路領域１１ａ及び１１ｂにまたがって配置され
ることとなる。ここでは、電池６が、正極側の端部を回路領域１１ａ側の回路基板５の端
面に対向させて配置され、負極側の端部を回路領域１１ｂ側の回路基板５の端面に対向さ
せて配置されるものとする。
【００４５】
　端子電極１５ａ及び１５ｂは、電池収容部１７内に設けられる接続端子であり、電池６
を保持するための電池ホルダーとなっている。端子電極１５ａは、その一端がｘ軸方向に
張り出している回路基板５端部に取り付けられ、他端を当該一端部から下側、すなわち、
回路基板５の外に向けて延伸させている。端子電極１５ｂは、その一端が回路基板５の下
端部に取り付けられ、他端を当該一端部から右側、すなわち、回路基板５の外に向けて延
伸させている。電池６は、この様な端子電極１５ａ及び１５ｂ間に装着される。
【００４６】
　直流電源は、端子電極１５ａ，１５ｂ及び接続回路１４ａ，１４ｂを介して電池６から
回路領域内の回路素子に供給される。これに対し、高周波信号は、各接続回路１４ａ，１
４ｂにより、発振回路２１から電池６に流入するのが阻止される。
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【００４７】
　金属ケース１２は、この様な回路基板５上に形成された給電経路の少なくとも一部分に
おいて、給電経路を覆うための高周波シールドの一部分であり、底面に開口を有する導電
性の金属からなる箱体となっている。この金属ケース１２は、給電経路に被せた状態で回
路基板５上に配置されている。金属ケース１２を回路領域１１ｂ内の導電層と導通させる
ことにより、高周波シールドが形成される。
【００４８】
　この様な高周波シールドとしては、給電経路の一部分から放射された電波が外部に漏出
するのを抑制することができるものであれば、その形状や材質について特に限定するもの
ではない。ここでは、金属ケース１２内に発振回路２１、増幅回路２２及び帯域制限フィ
ルタ回路２３が収容されるものとする。
【００４９】
　ここで、発振回路２１によって生成される高周波信号は、周波数が５００ＭＨｚ～１０
００ＭＨｚ（メガヘルツ）程度であり、アンテナエレメントとしての回路領域１１ａ及び
１１ｂのｙ軸方向の長さは、それぞれ１／４波長、すなわち、１５ｃｍ～７．５ｃｍ（セ
ンチメートル）以下であるものとする。また、給電経路のｙ軸方向の長さは、回路領域１
１ｂの２／３程度である。
【００５０】
　図３は、図２の回路基板５における構成例を示した断面図であり、給電経路上のＡ１－
Ａ１線で切断した断面の様子が示されている。金属ケース１２は、給電経路及び導電層１
１の重複領域Ａ２、すなわち、発振回路２１からスルーホール２５（給電点）までの給電
経路の一部分Ａ３に被せた状態で配置されている。帯域制限フィルタ回路２３から延伸す
る給電線２４は、金属ケース１２に設けられた開口部１２ａを介してケース内から導出さ
れる。
【００５１】
　この様に金属ケース１２を給電経路の一部分Ａ３に被せた状態で配置することにより、
金属ケース１２と、導電層１１、特に導電層１１における発振回路２１側の表面とで高周
波シールドが形成されるので、給電経路上を流れる高周波信号と、導電層１１を流れる高
周波信号とが干渉するのを抑制することができる。従って、重複領域Ａ２のうちの一部分
Ａ３について、アンテナエレメントとして有効に機能させることができるので、アンテナ
エレメントとして作用する回路基板５、特に導電層１１のｙ軸方向の長さが一部分Ａ３の
分だけ短くなるのを防止することができる。
【００５２】
　図４は、図２の回路基板５における構成例を示した図であり、回路基板５上に配置され
た金属ケース１２をｙ軸方向から見た様子が示されている。金属ケース１２の側面には、
給電線２４を導出させるための矩形形状の開口部１２ａが設けられている。
【００５３】
　ホット側及びコールド側の各給電線２４は、開口部１２ａを介して帯域制限フィルタ回
路２３及びスルーホール２５間で配線される。
【００５４】
　図５は、図２の回路基板５における構成例を示した平面図であり、導電層１１に半田付
けされた金属ケース１２の半田付け部位２６ａ及び２６ｂが示されている。金属ケース１
２における回路基板５との当接部は、複数個所において半田付けされ、金属ケース１２及
び導電層１１間が電気的に接続される。ここでは、その様な半田付け部位２６ａ及び２６
ｂとして、金属ケース１２における開口部１２ａ側の端部について２箇所（半田付け部位
２６ａ）と、開口部１２ａとは反対側の端部について２箇所（半田付け部位２６ｂ）設け
られるものとする。つまり、金属ケース１２の４角において半田付けされる。
【００５５】
　この半田付け部位としては、導電層１１に対する高周波信号の給電点に近い方が金属ケ
ース１２自体をアンテナエレメントとして有効に機能させることができると考えられるこ



(10) JP 4381402 B2 2009.12.9

10

20

30

40

50

とから、少なくとも開口部１２ａ側の端部、すなわち、給電点側の端部を半田付けするこ
とが望ましい。
【００５６】
　図６（ａ）及び（ｂ）は、図１のマイクロホン装置１における動作の一例を従来例と比
較して示した図であり、図６（ａ）には、本実施例による放射特性Ｂ１が示され、図６（
ｂ）には、従来例による放射特性Ｂ２が示されている。マイクロホン装置１では、回路基
板５をダイポールアンテナのアンテナエレメントとして機能させることから、放射効率の
良い周波数帯域が広い放射特性Ｂ１を有している。ここでは、放射効率が最大となる周波
数（共振周波数）をｆ０とし、放射効率の最大値をａ０とする。
【００５７】
　放射特性Ｂ１では、放射効率の変化が緩やかであるため、人体などによる周辺環境の変
化によって放射特性が変化した場合であっても、放射効率の変化量は、一般的に小さい。
具体的には、共振周波数がｆ０からｆ１に変化した際の放射効率の変化量がａ０－ａ１と
なっている。
【００５８】
　これに対し、１／４波長ホイップアンテナのようにアンテナを送信機ユニットの筐体か
ら突出させた状態で使用するものや、ヘリカルアンテナのようなアンテナを使用する従来
のワイヤレスマイクロホン装置では、放射効率の良い周波数帯域が狭い放射特性Ｂ２を有
している。このため、人体などの影響によって放射特性が変化すると、放射効率は大きく
変化することとなる。具体的には、共振周波数がｆ０からｆ１に変化した際の放射効率の
変化量が、ａ０－ａ２（>ａ０－ａ１）となっている。
【００５９】
　この様に、回路基板５をダイポールアンテナのアンテナエレメントとして利用するマイ
クロホン装置１では、従来のマイクロホン装置に比べて、人体などの影響による放射特性
の変化が緩やかであり、放射効率の低下を抑制することができる。
【００６０】
　本実施の形態によれば、ダイポールアンテナの発振回路２１側において、給電経路の一
部分がシールドされているので、アンテナエレメントとして有効に作用する回路基板５の
長さが短くなるのを抑制することができる。特に、回路領域１１ｂ内の導電層についてア
ンテナエレメントとして有効に作用する部分のｙ軸方向の長さが短くなるのを防止するこ
とができる。従って、発振回路２１が設けられた回路基板５を大型化することなく所望の
放射特性を得ることができ、また、送信機ユニット４筐体を小型化することもできる。
【００６１】
　また、金属ケース１２を被せることにより高周波シールドが形成されるので、発振回路
２１及び給電経路を回路基板５上に設けた後であっても、高周波シールドを形成すること
ができる。発振回路２１、増幅回路２２及び帯域制限フィルタ２３が金属ケース１２内に
収容され、これらの回路素子を含む給電経路上の一部分が高周波シールドされるので、当
該一部分と回路基板５の導電層１１とが電磁的に結合するのを抑制させることができる。
さらに、回路領域１１ａ及び１１ｂが、高周波チョーク回路１６により電気的に接続され
、高周波信号よりも低い周波数信号を回路領域間で通過させるので、低い周波数信号を処
理する回路素子を回路領域の区分に関係なく回路基板５上に設けることができる。
【００６２】
　また、ダイポールアンテナのアンテナエレメントとして機能させる導電層１１を高周波
シールドの一部分として利用するので、その様な導電層を回路基板５内に新たに設ける必
要がなく、製造コストを抑制することができる。
【００６３】
　なお、本実施の形態では、１つの回路基板５を２つの回路領域１１ａ及び１１ｂに区分
して各回路領域をダイポールアンテナのアンテナエレメントとして機能させる場合の例に
ついて説明したが、本発明はこれに限られるものではない。例えば、２つの回路基板をそ
れぞれダイポールアンテナのアンテナエレメントとして利用するものにも本発明は適用す
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ることができる。
【００６４】
　図７は、図１のマイクロホン装置１の要部における他の構成例を示した平面図であり、
ダイポールアンテナのアンテナエレメントとして機能させる２つの回路基板１１１及び１
１２が示されている。回路基板１１２は、発振回路２１、増幅回路２２、帯域制限フィル
タ回路２３及び接続回路１４ｂが設けられた第１の回路基板である。回路基板１１１は、
端面を回路基板１１２の端面に対向させて配置された第２の回路基板であり、接続回路１
４ａが設けられている。
【００６５】
　２つの回路基板１１１及び１１２は、高周波チョーク回路１６を介して電気的に接続さ
れている。高周波信号は、発振回路２１よりも回路基板１１１側に位置する給電点を介し
て、各回路基板１１１，１１２の導電層に供給される。この様な構成であっても、ダイポ
ールアンテナの発振回路２１側において、給電経路の一部分がシールドされるので、アン
テナエレメントとして有効に作用する回路基板１１２の長さが短くなるのを抑制すること
ができる。
【００６６】
　また、本実施の形態では、電池６の正極及び負極が端子電極１５ａ及び１５ｂを介して
それぞれ異なる回路領域に接続される場合の例について説明したが、本発明はこれに限ら
れるものではない。例えば、電池が一方の本体端面に正極及び負極を有する場合に、電池
の正極及び負極を共に一方の回路領域に接続するものにも本発明は適用することができる
。
【００６７】
　図８は、図１のマイクロホン装置１における他の構成例を示した平面図であり、端子電
極１２１ａ及び１２１ｂが共に回路領域１１ａ側に配置された回路基板５が示されている
。この例では、電池１３０が、縦長の直方体形状の本体と、本体の一方の端面に配置され
る正極及び負極の２つの電極端子からなる。電池収容部１２３は、各回路領域１１ａ及び
１１ｂの配列方向において電池１３０の本体の一部分を一方の回路領域に隣接させるとと
もに、他の一部分を他方の回路領域に隣接させた状態で収容する。
【００６８】
　端子電極１２１ａ及び１２１ｂは、電池１３０に接続される接続端子であり、共に電池
収容部１２３内の回路領域１１ａ側に配置されている。端子電極１２１ａは、電池１３０
の正極に接触され、当該正極を接続回路１２２ａに接続する。端子電極１２１ｂは、電池
１３０の負極に接触され、当該負極を接続回路１２２ｂに接続する。接続回路１２２ａ及
び１２２ｂは、電池１３０及び回路領域１１ａを電気的に接続し、所定の周波数よりも低
い周波数信号を通過させ、当該所定の周波数よりも高い周波数信号を遮断する高周波分離
素子である。
【００６９】
　この様な場合であっても、電池収容部１２３の端子電極１２１ａ，１２１ｂを介して回
路領域１１ａから電池１３０に高周波信号が流入するのを防ぐことができ、電池１３０及
び回路基板５が高周波的に結合するのを抑制させることができる。
【００７０】
<電池の高周波分離>
　図１０は、図２のマイクロホン装置１の構成例を示した断面図であり、Ａ４－Ａ４線で
切断したｘ軸方向に垂直な断面の様子が示されている。端子電極１５ａは、一端３２が回
路基板５上の配線パターン３３に取り付けられ、他端３１を電池６の正極に接触させる電
極であり、薄い金属板を折り曲げて形成されている。端子電極１５ａの一端３２は、回路
基板５の基板面上に配置されるとともに、当該一端３２の少なくとも一部分を基板面に当
接させて配置されている。
【００７１】
　この端子電極１５ａの他端３１は、回路基板５の基板面に対してほぼ垂直に形成されて
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おり、回路基板５の端面に電極面が対向している。
【００７２】
　電池６の正極から流出した電流は、端子電極１５ａの他端３１から一端３２に流れ、配
線パターン３３を介して接続回路１４ａに達することとなる。
【００７３】
　図１１は、図２のマイクロホン装置１の構成例を示した断面図であり、Ａ５－Ａ５線で
切断したｙ軸方向に垂直な断面の様子が示されている。端子電極１５ｂは、一端３５が回
路基板５上の配線パターン３３に取り付けられ、他端３４を電池６の負極に接触される。
端子電極１５ｂの一端３５は、回路基板５の基板面上に配置されるとともに、当該一端３
５の少なくとも一部分を基板面に当接させて配置されている。この端子電極１５ｂの他端
３４は、回路基板５の基板面に対してほぼ垂直に形成されており、回路基板５の端面に電
極の端面が対向している。
【００７４】
　電池６の負極から流出した電流は、端子電極１５ｂの他端３４から一端３５に流れ、配
線パターン３３を介して接続回路１４ｂに達することとなる。
【００７５】
　本実施の形態によれば、接続端子及び回路領域の接続が接続回路１４ａ及び１４ｂによ
り高周波的に分離されるので、電池収容部１７の接続端子を介して回路領域から電池６に
高周波信号が流入するのを防ぐことができる。従って、電池本体が配列方向に関して各回
路領域１１ａ及び１１ｂにまたがって配置される場合に、電池６及び回路基板５の高周波
的な結合が抑制され、回路基板５の各回路領域１１ａ，１１ｂをダイポールアンテナのア
ンテナエレメントとして機能させることができる。
【００７６】
　図１０及び図１１に示したマイクロホン装置１では、端子電極１５ａ，１５ｂの一端が
配置される配置領域Ａ６において、回路基板５の表面と、導電層１１との距離が小さいこ
とから、上記一端又は配線パターン３３の一部が導電層１１と高周波的に結合することが
考えられる。この配置領域Ａ６は、一端、一端から接続回路１４ａ，１４ｂまでの配線パ
ターン３３を含む回路基板５の基板面上の領域となっている。
【００７７】
実施の形態２．
　実施の形態１では、端子電極及び回路領域間の接続を高周波分離素子によって高周波的
に分離する場合の例について説明した。その際、端子電極１５ａ，１５ｂの一端が配置さ
れる配置領域Ａ６において、当該一端又は配線パターン３３の一部が導電層１１と高周波
的に結合するという問題があった。本実施の形態では、端子電極１５ａ，１５ｂ周辺の構
成を改良することにより、上記一端の配置領域において当該一端及び配線パターン３３の
一部が導電層１１と高周波的に結合するのを防いでいる。
【００７８】
　図１２は、本発明の実施の形態２によるワイヤレスマイクロホン装置４０の構成例を示
した断面図である。本実施の形態によるワイヤレスマイクロホン装置４０は、図１０のマ
イクロホン装置１と比較すれば、端子電極１５ａの一端３２が配置される配置領域Ａ７に
は、導電層１１が形成されていない点で異なる。
【００７９】
　接続回路１４ａは、両端に接続端子が配置された柱状の回路素子からなり、一端が回路
領域１１ａ内の配線パターンに接続され、他端に配線パターン３３を介して端子電極１５
ａの一端３２が接続される。
【００８０】
　配置領域Ａ７は、端子電極１５ａの一端が配置される回路基板５の基板面上の領域であ
り、ここでは、一端３２と、この一端３２から接続回路１４ａまでの配線パターン３３と
、接続回路１４ａとを含む領域となっている。つまり、配置領域Ａ７は、端子電極１５ａ
の一端３２と、この一端３２及び接続回路１４ａの他端の接続端子間の導通経路とを含む
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領域となっている。この例では、電池６の正極側における端子電極１５ａ周辺の構成が示
されているが、負極側の端子電極１５ｂ周辺の構成についても、正極側と同様である。
【００８１】
　図１３は、図１２のワイヤレスマイクロホン装置４０の構成例を示した平面図であり、
配置領域Ａ７を除いて形成された回路領域１１ａ及び１１ｂの様子が示されている。各回
路領域１１ａ，１１ｂは、それぞれ端子電極１５ａ，１５ｂの一端３２の配置領域Ａ７を
除いて形成されている。すなわち、回路領域１１ａは、一端３２と、端子電極１５ａの一
端３２及び接続回路１４ａの他端の接続端子間の導通経路と、接続回路１４ａとを含む領
域を除外して形成されている。また、回路領域１１ｂは、一端３２と、端子電極１５ｂ及
び接続回路１４ｂ間の導通経路と、接続回路１４ｂとを含む領域を除外して形成されてい
る。つまり、各回路領域１１ａ，１１ｂ内の導電層は、配置領域Ａ７と重複しないように
、形成される。
【００８２】
　本実施の形態によれば、端子電極の一端３２が配置される配置領域Ａ７には、導電層１
１が形成されないので、端子電極１５ａ，１５ｂの端部と、端子電極の一端３２及び接続
回路１４ａ，１４ｂ他端の接続端子間の導通経路とが導電層１１と高周波的に結合するの
を防ぐことができ、電池６及び回路基板５が高周波的に結合するのをより効果的に抑制さ
せることができる。
【００８３】
　なお、本実施の形態では、端子電極１５ａ，１５ｂの一端３２が配置される配置領域Ａ
７を除いて回路領域１１ａ，１１ｂを形成することにより、一端３２が導電層１１と高周
波的に結合するのを防ぐ場合の例を示したが、本発明はこれに限られるものではない。例
えば、接続回路１４ａ，１４ｂを回路基板５の基板面に交差する方向に向けて配置し、そ
の一端を基板面に取り付け、他端に端子電極１５ａ，１５ｂの一端を取り付けるようにし
ても良い。
【００８４】
　図１４は、本発明の実施の形態２によるマイクロホン装置における他の構成例を示した
断面図である。このマイクロホン装置５０では、各接続回路５２が、それぞれ回路基板５
の基板面に交差する方向、この例では、基板面に垂直な方向に向けて配置されている。端
子電極５１は、一端が回路領域内に配置され、他端を電池６の正極又は負極に接触させる
電極である。接続回路５２は、その一端に配置された接続端子５２ａが配線パターン３３
に取り付けられ、他端の接続端子５２ｂに端子電極５１の一端が取り付けられる高周波分
離素子である。
【００８５】
　端子電極５１は、一端Ａ８を基板面に平行にして接続回路５２の他端に取り付けられ、
他端部が電池６の正極又は負極に接触される。この様に構成すれば、基板面に交差する方
向に向けて配置された柱状の回路素子５２に対して、基板面とは反対側の接続端子５２ｂ
に端子電極５１の一端が取り付けられるので、端子電極５１の一端Ａ８が基板面から離れ
た状態で端子電極５１を配置することができる。従って、端子電極５１の一端Ａ８が回路
基板５の導電層１１と高周波的に結合するのを防ぐことができ、電池６及び回路基板５が
高周波的に結合するのをより効果的に抑制させることができる。
【００８６】
実施の形態３．
　本実施の形態では、回路基板を多段化した際に、回路基板間で電流が電磁的に打ち消し
合うのを抑制させるために、２つの回路領域が対向する位置において各回路基板を電気的
に接続する場合について説明する。
【００８７】
　図１５は、本発明の実施の形態３によるワイヤレスマイクロホン装置の概略構成の一例
を示した外観図であり、ハンドヘルド型のマイクロホン装置６０が示されている。このマ
イクロホン装置６０は、マイクロホン６３を収容するウィンドスクリーン６１及び送信機
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本体６２により構成される。ウィンドスクリーン６１は、目の細かな金網などからなる風
よけであり、マイクロホン６３が風によるノイズを拾うのを防止している。
【００８８】
　送信機本体６２は、縦長の筒状の筐体からなり、筐体内には、発振回路が設けられる回
路基板６５、及び、発振回路やマイクロホン６３に直流電源を供給する電池６６が収容さ
れている。マイクロホン６３からの音声信号は、伝送ケーブル６４を介して回路基板６５
上の発振回路に伝送される。このマイクロホン装置６０を使用する際には、送信機本体６
２部分が手で保持される。
【００８９】
　図１６は、図１５のマイクロホン装置６０の要部における構成例を示した図であり、ダ
イポールアンテナのアンテナエレメントとして機能させる２つの回路基板６５及び６８が
示されている。回路基板６５は、その長手方向を送信機本体６２の長手方向に一致させて
配置される第１の回路基板である。ここでは、回路基板６５の長手方向をｘ軸方向とし、
このｘ軸方向に垂直な方向、すなわち、基板面に垂直な方向をｚ軸方向と呼ぶことにする
。
【００９０】
　この回路基板６５は、絶縁層を挟んで導電層及び配線層が形成された多層基板であり、
導電層及び配線層が２つの回路領域に区分されている。各回路領域内には、それぞれ導電
層６７ａ及び６７ｂが形成されている。各回路領域は、配列方向をｘ軸方向に一致させて
配置されている。各導電層６７ａ及び６７ｂは、互いに導通させつつ、高周波的には分離
されている。
【００９１】
　ここでは、導電層６７ａ，６７ｂが、回路基板６５上に設けられた回路素子の接地を行
うためのグランド層（ＧＮＤ層）、或いは、回路基板６５上の回路素子に電源を供給する
ための電源層であるものとする。
【００９２】
　この例では、左側、すなわち、マイクロホン６３側の回路領域が、右側の回路領域に比
べてｘ軸方向の長さが大きくなっており、左側の回路領域内には、電池６６、発振回路７
１、端子電極７２ａ，７２ｂ及びコネクタ７３が設けられている。端子電極７２ａ，７２
ｂは、一端が回路領域内の配線パターンに接続され、他端に電池６６の正極又は負極が接
触される。電池６６は、長手方向をｘ軸方向に一致させて配置されるとともに、回路基板
６８に対向する基板面上に配置されている。コネクタ７３は、マイクロホン６３からの伝
送ケーブル６４を着脱可能に接続するための接続手段である。コネクタ７３は、回路基板
６５におけるマイクロホン６３側の端部に配置され、発振回路７１は、マイクロホン６３
とは反対側に配置されている。電池６６及び各端子電極７２ａ，７２ｂは、コネクタ７３
よりも発振回路７１側に配置されている。
【００９３】
　回路基板６８は、基板面を回路基板６５の基板面に対向させて配置された第２の回路基
板であり、２つの回路領域に区分されている。各回路領域内には、それぞれ導電層６９ａ
及び６９ｂが形成されている。各導電層６９ａ及び６９ｂは、互いに導通させつつ、高周
波的には分離されている。この回路基板６８は、ｘ軸方向の長さが回路基板６５に比べて
小さくなっている。
【００９４】
　回路基板６５及び６８は、２つの回路領域間の領域を含む対向領域Ｃ１内においてコネ
クタ７４及び７５により電気的に接続されている。この対向領域Ｃ１は、回路基板６５の
基板面上の領域であり、各導電層６７ａ及び６７ｂにおける対向する端面間を含む領域と
なっている。
【００９５】
　コネクタ７４は、回路基板６５上に設けられた第１の係合素子である。コネクタ７５は
、回路基板６８上に設けられ、コネクタ７４と着脱可能に係合する第２の係合素子である
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。回路基板６５の各導電層６７ａ，６７ｂには、発振回路７１からの高周波信号が対向領
域Ｃ１内において供給される。また、回路基板６８の各導電層６９ａ，６９ｂには、発振
回路７１からの高周波信号がコネクタ７４及び７５を介して供給される。つまり、発振回
路７１からの高周波信号は、各回路基板６５及び６８に対して、導電層の対向する位置に
おいて供給される。
【００９６】
　ここでは、導電層６９ａを含む回路基板６８上の回路領域が、導電層６７ａを含む回路
基板６５上の回路領域内に形成され、導電層６９ｂを含む回路基板６８上の回路領域が、
導電層６７ｂを含む回路基板６５上の回路領域内に形成されているものとする。また、コ
ネクタ７４及び７５により、導電層６９ａ及び導電層６７ａが接続され、導電層６９ｂ及
び導電層６７ｂが接続されるものとする。
【００９７】
　図１７～図１９は、図１５のマイクロホン装置６０の構成例を示した平面図である。図
１７には、各回路基板６５及び６８を係合させる際の様子が示されている。また、図１８
には、回路基板６５上に設けられたコネクタ７４が示され、図１９には、回路基板６８上
に設けられたコネクタ７５が示されている。
【００９８】
　コネクタ７４は、コネクタ７５の凸部７５ｂが挿入される係合孔７４ｂを有するメス部
である。係合孔７４ｂの内面には、ｘ軸方向に交差する方向、この例では、ｙ軸方向に配
置された複数の端子電極７４ａからなる２つの電極列が配置されている。各電極列は、ｘ
軸方向に隔たった対向面にそれぞれ配置されている。
【００９９】
　コネクタ７５は、コネクタ７４の係合孔７４ｂに挿入する凸部７５ｂを有するオス部で
ある。凸部７５ｂの側面には、ｘ軸方向に交差する方向、この例では、ｙ軸方向に配置さ
れた複数の端子電極７５ａからなる２つの電極列が配置されている。各電極列は、ｘ軸方
向に隔たった側面にそれぞれ配置されている。
【０１００】
　本実施の形態によれば、２つの回路領域の導電層が対向する位置において各回路基板６
５及び６８が電気的に接続されるので、発振回路７１から供給される電流が回路基板間で
同一方向となり、電流が電磁的に打ち消し合うのを抑制させることができる。また、回路
基板６８の各回路領域にコネクタ７４，７５の各電極列を介して高周波信号がそれぞれ供
給されるので、回路基板６８をダイポールアンテナのアンテナエレメントとして適切に作
用させることができる。
【０１０１】
　なお、本実施の形態では、回路基板６８内の導電層６９ａと回路基板６５内の導電層６
７ａとが電気的に接続され、導電層６９ｂと導電層６７ａとが電気的に接続される場合の
例について説明したが、本発明はこれに限られるものではない。例えば、回路基板６８に
おける２つの回路領域内の導電層のいずれか一方を回路基板６５内の導電層に電気的に接
続し、回路基板６８の一部分をアンテナエレメントとして機能させるものであっても良い
。
【０１０２】
　図２０（ａ）及び（ｂ）は、回路基板６５と共に回路基板６８の各回路領域をダイポー
ルアンテナのアンテナエレメントとして機能させる際の動作の一例を示した図である。図
２０（ａ）には、回路基板６８の２つの回路領域のそれぞれをアンテナエレメントとして
機能させるマイクロホン装置６０が示されている。また、図２０（ｂ）には、回路基板６
８の２つの回路領域のいずれか一方をアンテナエレメントとして機能させるマイクロホン
装置８０が示されている。
【０１０３】
　回路基板６８の各導電層６９ａ及び６９ｂは、回路基板６５の各導電層６７ａ及び６７
ｂと同様に、互いに導通させつつ、高周波的には分離されている。つまり、各導電層６９
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ａ，６９ｂは、回路基板６８上の回路素子に対する共通のグランド層又は電源層であると
ともに、アンテナエレメントとしては独立している。
【０１０４】
　マイクロホン装置６０では、導電層６９ａ及び導電層６７ａが電気的に接続されるとと
もに、導電層６９ｂ及び導電層６７ｂが電気的に接続され、発振回路７１からの高周波信
号が各導電層６９ａ及び６９ｂに供給されている。これらの導電層間の電気的接続は、高
周波分離素子を介さずに行われる。つまり、導電層６９ａ及び６７ａが共通のアンテナエ
レメントとして機能するとともに、導電層６９ｂ及び６７ｂが共通のアンテナエレメント
として機能し、回路基板６８の２つの回路領域がダイポールアンテナのアンテナエレメン
トとして使用される。
【０１０５】
　これに対し、マイクロホン装置８０では、回路基板６８の導電層６９ａ又は導電層６９
ｂのいずれか一方だけが、回路基板６５内の導電層に電気的に接続され、導電層６９ｂに
は、発振回路７１からの高周波信号は供給されないようになっている。この例では、導電
層６９ａ及び導電層６７ａが電気的に接続されている。つまり、導電層６９ａ及び６７ａ
が共通のアンテナエレメントとして機能し、回路基板６８の２つの回路領域のうちの導電
層６９ａを含む回路領域がアンテナエレメントとして使用されることとなる。
【０１０６】
　この様に、回路基板６５に対向配置された回路基板６８における２つの回路領域のいず
れか一方をアンテナエレメントとして使用することにより、回路基板６５のアンテナとし
ての機能を補助することができ、ダイポールアンテナの放射特性を向上させることができ
る。回路基板６８の２つの回路領域のいずれか一方だけをアンテナエレメントとして使用
する場合には、導電層６７ｂに比べてｘ軸方向の長さが短い導電層６７ａと共通するアン
テナエレメントを拡大させることができることから、電池６６及び発振回路７１とは反対
側の導電層６９ａを含む回路領域をアンテナエレメントとして使用するのが望ましい。
【図面の簡単な説明】
【０１０７】
【図１】本発明の実施の形態１によるワイヤレスマイクロホン装置の概略構成の一例を示
した斜視図であり、ツーピース型のマイクロホン装置１が示されている。
【図２】図１のマイクロホン装置１の要部における構成例を示した平面図であり、２つの
回路領域１１ａ及び１１ｂに区分された回路基板５が示されている。
【図３】図２の回路基板５における構成例を示した断面図であり、給電経路上のＡ１－Ａ
１線で切断した断面の様子が示されている。
【図４】図２の回路基板５における構成例を示した図であり、回路基板５上に配置された
金属ケース１２をｙ軸方向から見た様子が示されている。
【図５】図２の回路基板５における構成例を示した平面図であり、金属ケース１２の半田
付け部位２６ａ及び２６ｂが示されている。
【図６】図１のマイクロホン装置１における動作の一例を従来例と比較して示した図であ
る。
【図７】図１のマイクロホン装置１の要部における他の構成例を示した平面図であり、ア
ンテナとして機能させる２つの回路基板１１１及び１１２が示されている。
【図８】図１のマイクロホン装置１における他の構成例を示した平面図であり、端子電極
１２１ａ及び１２１ｂが回路領域１１ａ側に配置された回路基板５が示されている。
【図９】従来のワイヤレスマイクロホン装置内の構成例を示した図であり、２つの電気回
路１０１及び１０２をエレメントとするダイポールアンテナ１００が示されている。
【図１０】図２のマイクロホン装置１の構成例を示した断面図であり、Ａ４－Ａ４線で切
断したｘ軸方向に垂直な断面の様子が示されている。
【図１１】図２のマイクロホン装置１の構成例を示した断面図であり、Ａ５－Ａ５線で切
断したｙ軸方向に垂直な断面の様子が示されている。
【図１２】本発明の実施の形態２によるマイクロホン装置４０の構成例を示した断面図で
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ある。
【図１３】図１２のマイクロホン装置４０の構成例を示した平面図であり、周辺領域Ａ７
を除いて形成された回路領域１１ａ及び１１ｂの様子が示されている。
【図１４】本発明の実施の形態２によるマイクロホン装置における他の構成例を示した断
面図である。
【図１５】本発明の実施の形態３によるワイヤレスマイクロホン装置の概略構成の一例を
示した外観図であり、ハンドヘルド型のマイクロホン装置６０が示されている。
【図１６】図１５のマイクロホン装置６０の要部における構成例を示した図であり、アン
テナエレメントとして機能させる回路基板６５及び６８が示されている。
【図１７】図１５のマイクロホン装置６０の構成例を示した平面図であり、各回路基板６
５及び６８を係合させる際の様子が示されている。
【図１８】図１５のマイクロホン装置６０の構成例を示した平面図であり、回路基板６５
上に設けられたコネクタ７４が示されている。
【図１９】図１５のマイクロホン装置６０の構成例を示した平面図であり、回路基板６８
上に設けられたコネクタ７５が示されている。
【図２０】回路基板６５と共に回路基板６８の各回路領域をダイポールアンテナのアンテ
ナエレメントとして機能させる際の動作の一例を示した図である。
【符号の説明】
【０１０８】
１　マイクロホン装置
２　マイクロホンユニット
２ａ　マイクロホン
３　伝送ケーブル
４　送信機ユニット
５　回路基板
６　電池
１１　導電層
１１ａ，１１ｂ　回路領域
１２　金属ケース
１２ａ　開口部
１３，１４ａ，１４ｂ　接続回路
１５ａ，１５ｂ　端子電極
１６　高周波チョーク回路
１７　電池収容部
２１　送信回路
２２　増幅回路
２３　帯域制限フィルタ回路
２４　給電線
２５　スルーホール
２６ａ，２６ｂ　半田付け部位
３１，３４　端子電極の他端部
３２，３５　端子電極の一端部
３３　配線パターン
４０，５０　マイクロホン装置
５１　端子電極
５２　接続回路
５２ａ，５２ｂ　接続端子
６０　マイクロホン装置
６１　ウィンドスクリーン
６２　送信機本体
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６３　マイクロホン
６４　伝送ケーブル
６５，６８　回路基板
６６　電池
６７ａ，６７ｂ，６９ａ，６９ｂ　導電層
７１　発振回路
７２ａ，７２ｂ　端子電極
７３～７５　コネクタ
Ａ７　配置領域
Ａ８　端子電極の一端

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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